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１　はじめに

日本におけるリース会計は、2024年９月に企業
会計基準委員会（以下、ASBJという）から公表さ
れた企業会計基準第34号「リースに関する会計基
準」（ASBJ 2024）（以下、基準34号という）によ
り、新たな段階へと足を踏み入れることになった。
基準34号では、主として借手の会計処理が見直さ
れ、借手は原則としてすべてのリースについて取引
当初に資産（使用権資産：リース物件を使用する権
利）と負債（リース負債：リース料を支払う義務）
を認識すること（オンバランス化）が求められる。
後述する「使用権モデル」に基づく会計処理であ
る。割賦売買取引との類似性に基づきファイナン
ス・リースのオンバランス化を求める従前の会計基
準から大幅に見直されている。

使用権モデルは、Myers（1962）にそのルーツを
みることができる。Myers（1962）では、借手はす
べてのリースにおいて契約期間にわたりリース物件
を使用する権利を獲得し、リース料を支払う義務を
負うと捉えることができ、それらの権利および義務
はそれぞれ資産または負債の定義を満たすこと、ま
たリース契約は貸手から借手にリース物件が引き渡
された時点で未履行契約ではなくなることを論拠
に、使用権モデルに基づく会計処理の必要性が主張
されている。しかし、Myers（1962）に対しては、
当時、「リース契約はリース物件の引渡し時点では
いまだに未履行契約である」といった反論や、「使
用権モデルの導入は他の未履行契約の会計処理にも
影響を与えうることから慎重に議論すべきである」
といった慎重な意見１が寄せられ、使用権モデルは
従前のリース会計基準の礎ともいえるSFAS13号

（FASB 1976）の基準開発段階ではその採用が見送ら
れている。使用権モデルの基準化が見送られた背景
にはその他にもいくつかの要因があったと推察され
るが、このようなリース契約の履行をめぐる見解の
相違が少なからず影響を与えていた２と考えられる。

他方、このような反論や慎重な意見に対して、
Rappaport（1965）やAAA（1966）では、仮にリー
ス契約が未履行契約であるとしても、リース契約ひ
いてはそのほかの類似する未履行契約から生ずる権
利と義務に関する情報が財務諸表利用者の意思決定
に役立つのであれば、資産および負債として認識す
べきであり、会計の認識対象となる取引概念を拡張
すべきであることが主張されている。また、AIMR

（1993, 76; 80（訳書））では、リース契約を含む未
履行契約から生ずる権利および義務のオンバランス
化の必要性が主張され、それにより財務報告が飛躍
的に改善されるであろうとの見解が示されている。
このように、見解が分かれるリース契約の履行の有
無にかかわらず、リース契約はオンバランス化され
るべきであるとの主張もみられる。

それに対して、近年行われた使用権モデルの基準
化の過程ではリース契約の履行の有無が使用権モデ
ルの導入の可否を決める決定的な論点として議論を
呼んだという状況はみられていない。使用権モデル
が採用されているIFRS16号（IASB 2016, para. BC33）
では、「リース契約はリース物件の引渡し時点で未
履行契約ではなくなる」というスタンスが採られて
いる。また基準34号では、貸手が借手にリース物
件を引き渡したからといって貸手が契約上の履行義
務のすべてを果たしたわけではなく、また借手も無
条件の支払義務を負うわけではないことを論拠に、
借手が取引当初に資産および負債を認識することに

１　このような反論や慎重な意見として、AICPA（1964）などが挙げられる。
２　SFAS13号の開発段階では、オペレーティング・リースを未履行契約と同一視する見方が強く、未履行契約から生ず

る権利と義務は認識しないという当時の会計慣行に従って、オペレーティング・リースのオンバランス化が見送ら
れている。その詳細については山﨑（2021）を参照されたい。
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懸念が寄せられたことに対して、「会計上、借手が
無条件の支払義務を有するまで負債を認識しないと
いうことには必ずしもならない」（para. BC9）との
反論が示されているが、リース契約の履行の有無に
関する直接的な言及はみられない。

本論文では、このようなリース契約の履行をめぐる
見解の相違および議論の背後に何があるのかを明ら
かにする。それにより、財務会計における資産およ
び負債の認識拡大が今後どこまで進みうるのかを展
望するのに資すると考えられるからである。２では
まず未履行契約とは何かを確認する。３では会計の
認識において「契約の履行」が重視される理由を整
理する。そのうえで、４ではリース契約の履行の有
無について検討し、リース契約の履行をめぐる見解
の相違および議論の背景にある要因を明らかにする。

２　未履行契約の定義

本節では、未履行契約の定義について確認する。
契約上の権利および義務の認識に関する問題を

扱っているIjiri（1980, 6）では、契約にはその締
結から完了までの期間に、以下の３つのステージが
存在するとされている。
（a）�完全未履行…どちらの当事者もいかなる約束

も果たしていない状態
（b）�部分未履行（または部分履行）…どちらか

の当事者が契約上の（複数の）約束をいま
だに完全には果たしていない状態

（c）�完全履行…いずれの当事者も自身の契約上の
約束を完全に果たした状態

Ijiri（1980, ６）では、会計上の文献で用いられ
る「未履行契約」という言葉は、（a）完全未履行の
状態のみを指すとされている３。つまり、ある契約
が未履行契約であるか否かは、どちらの当事者も

「契約上の約束」を果たしていないか、どちらか一
方でも果たしたかによって決まるとされている。

たとえば、何かしらの財の売買契約であれば、売
手にとっての契約上の約束は「買手に財を引き渡す
こと」であり、買手にとっての契約上の約束は「売
手に代金を支払うこと」である。この売買契約を締
結した時点では、売手も買手もそれぞれの約束を果
たしていないので、この契約は完全未履行の状態に
あり、未履行契約である。他方、売手が買手に財を
引き渡すか、買手が財を受け取る前に売手に代金を
支払った時点では、いずれか一方が契約上の約束を
果たしたことになるので、この契約は部分未履行の
状態へと変化し、未履行契約ではなくなる（図表１
参照）。

３　他方、Ijiri（1980, 6）では、法律上の文献で用いられる「未履行契約」という言葉は上記の（a）と（b）の状態を
指し、（c）の状態に至った契約は「履行契約」と呼ばれるとされている。

図表１　財の売買契約における契約上の約束の履行状態

注：黒塗り（白抜き文字）の箇所は義務が履行されたことを表している。
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上記の例では、売手と買手がそれぞれ契約上の約
束を１つだけ有していると捉えられるが、契約に
よっては契約上の約束を複数に分けて捉えることも
できる。IASBの概念フレームワーク（IASB 2018）
では、「未履行契約とは、同等に未履行である契約

（又は契約の一部分）である。すなわち、いずれの
当事者も自らの義務を全く履行していないか、又は
両方の当事者が義務を部分的に同じ程度まで履行し
ている」（para. 4.56）状態にある契約とされてい
る。この定義には、「契約の一部分」や「部分的に」
といった言葉がみられるが、ここには契約上の約束
をいくつかのブロックに分けるという考え方４が反
映されている。

たとえば、１年間の保守サービス付きのガス機器
の売買契約では、売手には契約上の約束として「ガ
ス機器を買手に引き渡すこと」と、「その後の１年
間にわたり当該ガス機器を点検し、必要に応じて修
理すること（保守サービスを提供すること）」とい
う２つの約束が存在すると捉えられる。図表２は、
この契約の履行状態を図示したものである。ここで
示されているのは、まず売手から買手にガス機器が
引き渡された場合であり、起こりうるすべての取引
の流れを表していない点に注意されたい。この場
合、売手が抱える２つの契約上の約束のうち、「ガ
ス機器を買手に引き渡すこと」が果たされた時点で

この契約は完全未履行の状態から部分未履行の状態
へと変化し、未履行契約ではなくなる。

以上のことから、売手（ある当事者）が抱える契
約上の約束が複数に分解でき、売手が買手（他の当
事者）よりも先に契約上の約束を履行する場合に
は、売手が抱える契約上の約束のすべてが履行され
なくても契約は未履行契約ではなくなることを意味
する。この点については４で再び取り上げる。

３　認識規準としての契約の履行とその機能

本節では、会計の認識において「契約の履行」が
なぜ重視されているのかを確認する。

会計における認識とは、ある項目を財務諸表の構
成要素（一般的には、資産、負債、資本ないし持分
または純資産、収益、費用）として財務諸表に含め
ることを指す。ある項目を認識するか否かを判断す
る規準は、一般的に「認識規準」と呼ばれる。認識
規準は、各基準設定主体が公表している概念フレー
ムワークなどで示されることが多い。

以下、３．１では概念フレームワークなどにおい
て認識規準としての「契約の履行」がどのような状
況においていかなる理由で求められているのかを確
認する。そのうえで、３．２では認識規準としての

「契約の履行」が果たしている機能を整理する。

４　この考え方は、上述のIjiri（1980）の部分未履行に関する説明の文章にある「（複数の）」という言葉にも表れてい
る。また、資産の定義および認識の問題を扱ったMiller and Islam（1988）でも同様の考え方が採られている。後
述するIFRS15号（IASB 2014）でも、会計処理の過程で契約上の約束（履行義務）を分解する手続きが求められる。

図表２　保守サービス付きの財の売買契約における契約上の約束の履行状態

注：黒塗り（白抜き文字）の箇所は義務が履行されたことを表している。
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３．１　概念フレームワーク等における認識規準
（１）　IASBの概念フレームワーク

IASBの概念フレームワーク（paras. 5.6-5.8）で
は、認識規準として次の３つが示されている。

・構成要素の定義を満たしている
・有用な情報を提供する
・コストが便益を上回る
また、１つ目の認識規準にある財務諸表の構成要

素は図表３のとおり定義されている。

これらの識別規準のうち「契約の履行」に関係し
うる箇所としては、資産および負債の定義にある

「過去の事象」に「契約の履行」が求められるかと
いう点が挙げられる。

この点に関しては、負債の定義に関する説明のな
かで次のような記述がある。現在の義務が過去の事
象の結果として存在するのは、「（a）企業がすでに
経済的便益を獲得しているか、又は行動を取ってお
り、かつ、（b）その結果として、そうでなければ
移転する必要がなかったであろう経済的資源を企業
が移転しなければならなくなるか又はその可能性が
ある」（para. 4.43）場合のみであり、「遂行した行
動には、例えば、特定の事業の運営又は特定の市場
における営業活動が含まれる可能性がある」（para. 
4.44）とされている。この説明の限りでは、「過去

の事象」とは企業による経済的便益の獲得またはそ
れを目的とした「行動」を指しており、「契約の履行」
が必要とされているわけではないように思われる。

しかし、具体例として次の状況が挙げられている。

　例えば、企業が従業員のサービスを受け取るのと交換

に従業員に給料を支払う契約を締結している場合、従業

員のサービスを受け取るまでは、企業は給料を支払う現

在の義務を有していない。それ以前には、契約は未履行

であり、企業は将来の給料を将来の従業員のサービスと

交換する権利と義務の組合せを有している。（para. 4.47）

この具体例からは、従業員から労働サービスが提供
されていない（すなわち、従業員による契約上の約
束が履行されていない）時点では当該契約は未履行
契約であるとされているほか、未履行契約からは権
利と義務の組み合わせは生じても現在の義務は生じ
ないとされている。

また、「未履行契約は、経済的資源を交換する結
合された権利及び義務を設定する。この権利及び義
務は、相互依存的であり分離できない。」（para. 
4.57）とされており、未履行契約から生ずる権利
および義務をそれぞれ資産および負債として認識で
きないとの考えが示されている。ただし、「結合さ
れた権利及び義務は単一の資産又は負債を構成す
る」（para. 4.57）ともされており、「企業は、交換
の条件が現時点で有利である場合には資産を有し、
交換の条件が現時点で不利である場合には負債を有
する」（para. 4.57）とされている。これは未履行
契約からも資産または負債のいずれかが認識される
こともあることを示しており、具体的にはデリバ
ティブ取引から生じる権利または義務を想定してい
るものと思われる。

他方で、「いずれかの当事者が契約に基づく義務
を履行する範囲で、契約は未履行ではなくなる。報
告企業が契約に基づいて先に履行を行う場合には、
その履行は、報告企業が経済的資源を交換する権利
及び義務を、報告企業が経済的資源を受け取る権利
に変化させる事象である。当該権利は資産である。
他者が先に履行を行う場合には、その履行は、報告
企業が経済的資源を交換する権利及び義務を、経済
的資源を移転する義務に変化させる事象である。当
該義務は負債である。」（para. 4.58）とされている。

構成要素 定義（該当する規定）

資産

過去の事象の結果として企業が支配してい
る現在の経済的資源（para. 4.3）
※�経済的資源：�経済的便益を生み出す潜在

能力を有する権利（para. 4.4）

負債 過去の事象の結果として経済的資源を移転
するという企業の現在の義務（para. 4.26）

持分 企業のすべての負債を控除した後の資産に
対しての残余持分（para. 4.63）

収益
持分の増加を生じる資産の増加又は負債の
減少のうち、持分請求権の保有者からの拠
出に係るものを除いたもの（para. 4.68）

費用
持分の減少を生じる資産の減少又は負債の
増加のうち、持分請求権の保有者への分配
に係るものを除いたもの（para. 4.69）

注：太字は筆者による強調である。

図表３　�IASB の概念フレームワークにおける財
務諸表の構成要素の定義
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なお、IASBの概念フレームワークでは、リース契
約に関して直接言及されている箇所があり、そこで
は「いったん貸手が当該権利（リース物件を使用す
る権利）を引き渡す義務を履行した後は、リース契
約はもはや未履行契約ではない」（para. BC4.85

（a））との考えが示されている。
以上のように、IASBの概念フレームワークには

会計の認識（正確には資産および負債の定義）と契
約の履行との関係について直接的な言及があり、そ
こでは未履行契約からは結合された権利と義務が生
み出され、それが単一の資産または負債を生じさせ
ることはあっても、それぞれ独立した資産および負
債を生じさせることはないとされている。つまり、
一部の例外を除いて、資産および負債の認識には

「契約の履行」が必要であるとの考えが反映されて
いる。

なお、収益の認識に関しては、IASBおよびFASB
の共同プロジェクトから公表された新たな収益認識
基準において規定されていることから、（２）で
FASBの概念フレームワークに触れた後に（３）で
取り上げる。

（２）　FASBの概念フレームワーク
FASBの概念フレームワークについては、2021年

12月に概念基準書第５号「営利企業の財務諸表に
おける認識及び測定」（FASB 1984）が改訂されて
いるほか、概念基準書第６号「財務諸表の構成要
素」（FASB 1985）についてはその内容が見直され
たうえで概念基準書８号「財務報告のための概念フ
レームワーク」（FASB 2021）の第４章に組み入れ
られている。ただし、ここでは本節の目的（会計の
認識において「契約の履行」がいかなる理由により
求められるのかを整理すること）に照らして、従前
の概念基準書第５号および第６号の規定を確認した
うえで、最後に上述の改訂等により変更された箇所
を説明することとする。

概念基準書第５号（para. 63）では、財務諸表の
構成要素の基本的な認識規準として、まず次の４つ
が挙げられている。

定　　　義―�当該項目が財務諸表の構成要素の定義を満

たすこと

測定可能性―�当該項目が十分な信頼性をもって測定で

き、かつ目的に適合する属性を有すること

目的適合性―�当該項目に関する情報が情報利用者の意思

決定に影響を及ぼしうること

信　頼　性―�当該情報が表現上忠実であり、検証可能か

つ中立であること

また、制約条件としてコスト・ベネフィットの制約
と重要性が示されている。

これらのうち財務諸表の構成要素の定義について
は、概念基準書第６号において図表４のとおり定め
られている。

構成要素 定義（該当する規定）

資産

過去の取引または事象の結果として、ある
特定の実体により取得または支配されてい
る、発生可能性の高い将来の経済的便益

（para. 25）

負債

過去の取引または事象の結果として、ある
特定の実体が、他の実体に対して、将来、資
産を譲渡しまたは用役を提供しなければな
らない現在の債務から生じる、発生可能性
の高い将来の経済的便益の犠牲（para. 35）

持分または
純資産

負債を控除した後に残るある実体の資産に
対する残余請求権（para. 49）

収益

財貨の引渡もしくは生産、用役の提供、また
は実体の進行中の主要なまたは中心的な営業
活動を構成するその他の活動による、実体の
資産の流入その他の増加もしくは負債の弁済

（または両者の組み合わせ）（para. 78）

費用

財貨の引渡もしくは生産、用役の提供、ま
たは実体の進行中の主要なまたは中心的な
営業活動を構成するその他の活動の遂行に
よる、実体の資産の流出その他の費消もし
くは負債の発生（または両者の組み合わせ）

（para. 80）

利得

実体の副次的または付随的な取引および実
体に影響を及ぼすその他のすべての取引そ
の他の事象および環境要因から生じる持分

（純資産）の増加であり、収益または出資
者による投資によって生じる持分の増加を
除いたもの（para. 82）

損失

実体の副次的または付随的な取引および実
体に影響を及ぼすその他のすべての取引そ
の他の事象および環境要因から生じる持分

（純資産）の減少であり、費用または出資
者への分配によって生じる持分の減少を除
いたもの（para. 83）

注：太字は筆者による強調である。

図表４　�概念基準書第６号における財務諸表の構
成要素の定義
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このうち、「契約の履行」と関係しうる箇所とし
ては、IASBの概念フレームワークと同様、資産お
よび負債の定義にみられる「過去の取引または事
象」に「契約の履行」が求められるかという点が挙
げられる。

概念基準書第６号では、資産および負債を変動
させる取引および事象について、「実体による取引
および活動と、実体に対して生じる事象の双方」

（para. 32; 41）とされており、そのなかで「契約の
履行」については言及されていない。リース契約に
関しては、「例えば、ある特定の建物の将来の経済
的便益は、購入契約またはリース契約のように、あ
る経済的便益に接近させたり統制させたりするよう
な取引その他の事象が発生した後にのみ、ある特定
の実体の資産たりうる」（para. 190）との記述から
も明らかなように、リース契約におけるリース物件
の引渡しは資産を生じさせる取引または事象として
みなされている。ただ、これらの説明からはリース
契約の履行に関するFASBの概念フレームワークの
見解を読み取ることはできない。

他方、概念基準書第５号（para. 83）では、上述
の４つの基本的な認識規準に加え、稼得利益の内訳
要素である収益および利得ならびに費用および損失
を認識する場合には、「a. 実現したまたは実現可能」
と「b. 稼得した」という２つの追加的な要件を考
慮する必要があるとされ、収益および利得は「a. 実
現したまたは実現可能」５となった時点で認識され
るとされている。

それに加えて、収益の認識については、「b. 稼得
した」時点で初めて認識されるとされており、「企
業の収益稼得活動は、当該企業の目下着手中の主た
るもしくは中心的な営業活動を構成する財貨の引渡
しもしくは生産、用役の提供またはその他の諸活動
を伴い、企業が収益によって表現される便益を受け
取るにふさわしい義務を、事実上、果たしたとき
に、収益は稼得されたとみなされる」（para. 83b）
とされている。これらの記述からは、収益の認識に

は「契約の履行」が要件とされていることが窺え
る。なお、利得に関しては、上述のような「稼得プ
ロセス」を伴わない取引その他の事象から生じるこ
とから、一般的には「a. 実現したまたは実現可能」
のほうが重要であるとされている。

以上のように、FASBの概念フレームワークでは、
基本的な認識規準において「契約の履行」に直接言
及されている箇所はないものの、収益の認識には

「契約の履行」が必要であるとされている。なお、
本項冒頭で説明した概念フレームワークの改訂等に
より概念基準書第５号の内容が見直された結果、上
述の収益の認識に関する記述は削除されている。こ
れは、（３）で取り上げるIASBおよびFASBの共同
プロジェクトから公表された新たな収益認識基準に
引き継がれたためと考えられる。

（３）　IASBおよびFASBの収益認識基準
IFRS15号「顧客との契約から生じる収益」（IASB 

2014）は、IASBとFASBの共同プロジェクトによ
り開発された収益認識に関する包括的な会計基準で
ある６。

IFRS15号では、収益の認識にあたって、まず「契
約開始時に、企業は、顧客との契約において約束し
た財又はサービスを評価し、顧客に次のいずれかを
移転する約束のそれぞれを履行義務として識別しな
ければならない」（para. 22）とされている。この
とき、顧客に移転される履行義務を構成するもの
は、「（a）別個の財又はサービス（あるいは財又は
サービスの束）」（para. 22）または「（b）ほぼ同一
で顧客への移転のパターンが同じである一連の別個
の財又はサービス」（para. 22）であるとされてい
る７。そのうえで、「企業は、約束した財又はサー
ビス（すなわち、資産）を顧客に移転することに
よって企業が履行義務を充足した時に（又は充足
するにつれて）、収益を認識しなければならない。
資産が移転するのは、顧客が当該資産に対する支配
を獲得した時（又は獲得するにつれて）である」

５　このうち、実現については、「製品（もしくは用役）、商品またはその他の資産が現金または現金請求権と交換され
た時点に実現される」（para. 83a）とされており、実現可能については「取得もしくは所有している資産が容易に
既知の現金額または現金請求権に転換される時点で実現可能となる」（para. 83a）とされている。

６　共同プロジェクトの結果を踏まえてFASBから公表された収益認識に関する会計基準であるFASB-ASC Topic 606に
ついては、IFRS15号と軽微な違いはあれど考え方を一にしていることから、ここではその規定の確認は割愛する。

７　なお、IFRS15号では「履行義務には、企業が契約を履行するために行わなければならない活動は含まれない（当該
活動が顧客に財又はサービスを移転する場合は除く）。」（para. 25）とされている。
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（para. 31）とされている８。
また、IFRS15号には未履行契約に関して次のよ

うな記述がある。「各契約当事者が他の当事者に補
償することなしに完全に未履行の契約を解約する一
方的で強制可能な権利を有する場合には、契約は存
在しない」（para. 12）とされ、そのようなものに
はIFRS15号は適用しない旨が示されている。その
理由として、「そうした契約の会計処理は、いずれ
かの当事者が履行するまで企業の財政状態又は業績
に影響を与えない」（para. BC50）からであるとさ
れている。さらに「完全に未履行の取消不能の契約
における企業の権利及び義務は、同一の金額で測定
され、したがって開始時に互いに相殺されることと
なる。」（para. BC51）ともされている９。

以上のように、IFRS15号では収益を認識するに
は「契約の履行」が必要であることが示されてい
る。また、解約可能な未履行契約からは収益はもち
ろん、認識すべき財務諸表の構成要素は何も生じな
いという考え方が採られている。他方で、解約不能
な未履行契約からは権利および義務が生じるとしつ
つも、それらは同額であり相殺されるという考えが
示されている。なお、リース契約はIFRS15号の適
用範囲から除外されている。

（４）　ASBJの概念フレームワーク
ASBJから公表されている討議資料「財務会計の

概念フレームワーク」（ASBJ 2006）では、まず
「定義を充足した構成要素が、どのようなタイミン
グで財務諸表に計上されるのか」（第４章序文）を
決める「認識の契機」に関する考え方が示されてい
る。そこでは、「定義を充足した各種項目の認識は、
基礎となる契約の原則として少なくとも一方の履行
が契機となる」（第４章３項）とされており、原則
として「契約の履行」が「認識の契機」となる旨が
示されている。ただし、金融商品に属する契約の一
部（具体的にはデリバティブなど）では、その純額

の変動そのものが後述する「リスクから解放された
投資の成果」とみなされる場合には、その変動額を
未履行の段階で認識することもあるとされており、
例外的な状況も存在するとされている。また、「財
務諸表上での認識対象となるためには、（中略）一
定程度の発生の可能性が求められる。一定程度の発
生の可能性とは、財務諸表の構成要素に関わる将来
事象が、一定水準以上の確からしさで生じると見積
もられることをいう」（第４章６項）とされている。
「認識の契機」として、原則として「契約の履行」

を挙げた理由については、「履行の見込みが不確実
な契約から各種の構成要素を認識すれば、誤解を招
く情報が生み出されてしまうとみるのが通念であ
る。それを避けるため、伝統的に、各種構成要素の
認識は、契約が少なくとも部分的に履行されるのを
待って行われてきた」（第４章４項）とされている。
また、一定程度の発生の可能性を求める理由につい
ては、「発生の可能性が極めて乏しい構成要素を財
務諸表上で認識すると、誤解を招く情報が生まれる
からである」（第４章７項）とされている。

ASBJの概念フレームワークでは、認識規準とし
て上述の規定からは「認識の契機」、「一定程度の発
生の可能性」および「定義の充足」が求められると
考えられるほか、「第１章　財務報告の目的」およ
び「第２章　会計情報の質的特性」の規定内容から
は財務報告の目的に資すること、および、それを果
たすうえで会計情報に求められる質的特性を充足し
ていることが求められると考えられる。

したがって、認識規準は次の５つであると考えら
れる。

・財務報告の目的
・質的特性の充足
・定義の充足
・契約の履行
・一定程度の発生の可能性
ASBJの概念フレームワークでは、財務諸表の構

８　支配に関しては、IFRS15号では「資産に対する支配とは、当該資産の使用を指図し、当該資産からの残りの便益の
ほとんどすべてを獲得する能力を指す。支配には、他の企業が資産の使用を指図して資産から便益を得ることを妨
げる能力が含まれる。」とされている（para. 33）。

９　完全に未履行の取消不能の契約に関しては「それらの契約を IFRS15号の範囲に含めることにより、企業は当該契
約の締結から生じた財政状態の変動に関する追加的な情報を提供することとなる。すなわち、その完全に未履行の
契約における残存履行義務に配分した取引価格の金額を開示する。」（para. BC51）ともされている。これは、
IFRS15号の開示に関する規定（para. 120）で、期末に抱える未充足の履行義務の金額と当該履行義務の収益認識
見込時点を開示することが企業に求められていることを指していると考えられる。
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成要素が図表５のとおり定義されている。

この定義のうち、「契約の履行」に関係しうる箇
所として、他の概念フレームワークと同様、資産お
よび負債の定義に含まれる「過去の取引または事
象」に「契約の履行」が求められるかという点が挙
げられるが、「認識の契機」として「契約の履行」
が要求されているためか、この点に関して特段の言
及はない。

また、純利益およびその構成要素である収益およ
び費用の定義に含まれている「投資のリスクからの
解放」という概念に、「契約の履行」が含まれるの
かという点も「契約の履行」に関係しうる箇所とし

て挙げられる。この点については、まず「投資のリ
スクとは、投資の成果の不確実性であるから、成果
が事実となれば、それはリスクから解放されている
ことになる」（第３章23項）とされており、成果が
生じたか否かは「企業が行った投資に関する期待に
対比される事実が生じたか否かで判断される」（第
３章10項）とされている。また、「投資に関する期
待の内容は、投資の実態や本質に応じて異なる。し
たがって、投資の成果のリスクからの解放のタイミ
ングをどのように捉えるかも、投資の実態や本質に
応じて異なり得る」（第３章注（９））とされてい
る。そのうえで、「特に事業投資については、事業
のリスクに拘束されない独立の資産を獲得したとみ
なすことができるときに、投資のリスクから解放さ
れると考えられる」（第４章57項）とされている。
したがって、一般的な財の売買契約における収益認
識では、売手から買手に財の引渡しが行われるこ
と、つまり売手の契約上の約束を履行することによ
り、売手が独立した資産を獲得することが条件とさ
れていると考えられる。

以上のように、ASBJの概念フレームワークでは、
そもそも「認識の契機」として「契約の履行」が求
められているほか、純利益ならびにその構成要素で
ある収益および費用の定義において用いられている

「投資のリスクからの解放」という概念において、
「契約の履行」が重視されていることが窺える。た
だし、デリバティブ取引に関しては、未履行契約の
状態にあってもその純額の変動が「投資のリスクか
らの解放」によって生じた成果であれば認識されう
ることにも言及されており、認識において「契約の
履行」が絶対的な必要条件とはされていない。

３．２　�認識規準としての契約の履行の２つの機能
前項で取り上げた各概念フレームワークおよび収

益認識基準の内容を整理すれば、認識規準としての
「契約の履行」には財務諸表の構成要素の存在の不
確かさを排除することが期待されていると考えられ
る。ASBJの概念フレームワークでも指摘している
とおり、存在が不確かなものを財務諸表の構成要素
として認識することは、誤解を招く情報を生み出し
かねないからである。

また、当該機能には大きく分けて２つの側面があ
ると考えられる。１つ目は、「権利および義務の存

構成要素 定義（該当する規定）

資産
「過去の取引または事象の結果として、報
告主体が支配している経済的資源」（第３
章４項）

負債

「過去の取引または事象の結果として、報
告主体が支配している経済的資源を放棄も
しくは引き渡す義務、またはその同等物」

（第３章５項）

純資産 「資産と負債の差額」（第３章６項）

株主資本 「純資産のうち報告主体の所有者である株
主に帰属する部分」（第３章７項）

包括利益

「特定期間における純資産の変動額のうち、
報告主体の所有者である株主、子会社の少
数株主、及び将来それらになり得るオプ
ション所有者との直接的な取引によらない
部分」（第３章８項）

純利益

「特定期間の期末までに生じた純資産の変
動額のうち、その期間中にリスクから解放
された投資の成果であって、報告主体の所
有者に帰属する部分」（第３章９項）

収益

「純利益または少数株主損益を増加させる
項目であり、特定期間の期末までに生じた
資産の増加や負債の減少に見合う金額の
うち、投資のリスクから解放された部分」

（第３章13項）

費用

「純利益または少数株主損益を減少させる
項目であり、特定期間の期末までに生じた
資産の減少や負債の増加に見合う金額の
うち、投資のリスクから解放された部分」

（第３章15項）

注：太字は筆者による強調である。

図表５　�ASBJ の概念フレームワークにおける財
務諸表の構成要素の定義
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在の不確かさを排除する機能」である。IASBの概念
フレームワークでも指摘されているとおり、契約が
未履行契約である段階では、いずれの当事者も契約
上の約束（義務）を果たしていないことから、その
義務と対にある権利とが分離できない状態にある。
他方で、どちらか一方の当事者が契約上の約束を履
行すれば、当該権利または義務は独立したものとし
て存在し、そう簡単にはなくなったり、相殺された
りすることはなくなる。その段階に至れば、権利ま
たは義務の存在の不確かさは排除され、資産または
負債として認識しても問題ないということになる。

たとえば、当事者双方がいまだに義務を履行して
いない状態において、双方の合意のもとで契約が破
棄されれば、当事者双方がそれぞれ抱えていた権利
と義務はなくなる。また、同様の状態において、当
事者の一方が倒産した場合、倒産しなかったもう一
方の当事者の権利はその義務とともに相殺される可
能性が高いであろう。他方で、当事者の一方がすで
に義務を履行している状態において、もう一方の当
事者からの契約解除の申出またはもう一方の当事者
の倒産が生じた場合には、義務を履行していた当事
者の権利はそう簡単には否定されず、それゆえにも
う一方の当事者の義務もそう簡単には消えないであ
ろう。

もちろん、「契約の履行」だけが契約上の権利と義
務の存在を確かなものにするための要件であるとは
必ずしもいえない。Ijiri（1980, 59）も指摘するとお
り、「堅固なコミットメント（firm commitments）」
の存在や、前項で取り上げたIFRS15号にみられる

「取消不能」な契約という要件が契約上の権利およ
び義務の存在を確かなものにする決定的な要件であ
るかもしれない。しかし、多くの契約において「契
約の履行」がその契約上の権利と義務の存在の不確
かさを排除することに成功している。それが認識規
準としての「契約の履行」に期待されている機能の
１つであると考えられる。

２つ目は、「収益の適切な認識時点を定める機能」
である。FASBの概念フレームワークでは「稼得プ
ロセス」を伴う取引その他の事象に関する収益を認
識すべき時点は、契約上の約束（義務）が履行され
た時点とされている。この考え方は、IFRS15号に
も引き継がれている。また、ASBJの概念フレーム
ワークでも、特に事業投資における収益の認識につ

いて「投資のリスクからの解放」という概念を用い
て同様の考えが示されている。

稼得プロセスを伴わない取引・事象・投資から
生ずる収益（または利得）の認識のように、「契約
の履行」が必ずしも収益の適切な認識時点を定め
られない場合もあるが、稼得プロセスを伴う一般
的な事業活動においては収益の適切な時点を定め
ることに成功している。それが認識規準としての

「契約の履行」に期待されるもう１つの機能である
と考えられる。

上述の「権利および義務の存在の不確かさを排除
する機能」と「収益の適切な認識時点を定める機
能」については、会計情報の種類に着目すれば、前
者は資産および負債として認識される権利および
義務をその存在の確かなものに限定することを通じ
て「ストック情報（貸借対照表）の有用性を高める
機能」を果たしており、後者は企業の成果たる期
間損益計算の構成要素である収益（対応概念を通
じて費用）を確かなものに限定することを通じて

「フロー情報（損益計算書）の有用性を高める機能」
を果たしていると言い換えることもできる。これら
の２つが、認識規準としての「契約の履行」に期待
されている機能であり、「未履行契約は認識しては
ならない」とする考え方の根源にあるものと考え
られる。

４　リース契約の履行をめぐる見解の相違
の要因

４．１　貸手の義務の捉え方とリース契約の履行
上記の議論を踏まえて、リース契約の履行につい

て考察する。２でも確認したように、ある契約が未
履行契約であるか否かは、契約上の約束（義務）を
どのように捉えるかによっても異なることから、ま
ずリース契約における借手および貸手の双方の義務
を整理する必要がある。

リース契約の場合、借手の義務は「リース料を支
払うこと」である。他方、貸手の義務は、「リース
物件を使用収益させること」という１つの大きな義
務として捉えることもできるし、リース取引にとっ
て重要な事象といえるリース物件の引渡しを考慮
し、「リース物件を引き渡すこと」と「リース物件
を使用収益させること」という２つの義務に分解し
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て捉えることもできる10。以下では、それぞれの場
合でリース契約がいつ未履行契約ではなくなるのか
を確認するが、そこでは一般的なリース取引の流れ
に従い、貸手から借手にリース物件が引き渡された
のち、借手によるリース物件の使用があり、その後
に借手によるリース料の支払いが行われる場合を前
提として検討する。これは、リース契約が未履行契
約でなくなるか否かは貸手の行動によって左右され
ることを意味する。

まず、貸手の義務を「リース物件を使用収益させ
ること」という１つの大きな義務と捉える場合、
リース物件の引渡し時点ではリース契約は未履行契
約のままである。リース物件を借手に引き渡すこと
により、貸手によるリース物件を使用収益させる義

務の履行可能性はかなり高まるものの、リース期間
にわたり貸手が借手にリース物件を使用収益させる
までは、その義務を果たしたとはいえないからであ
る。図表６は、この場合のリース契約の履行状況
を、1.契約締結時点と2.リース物件の引渡し時点、
3.リース物件を使用収益させた時点の３つの時点に
分けて図示したものである。

他方で、貸手の義務を「リース物件を引き渡すこ
と」と「リース物件を使用収益させること」という
２つの義務に分解して捉える場合、リース物件の引
渡し時点で貸手が契約上の約束の一部を履行したこ
とになるので、リース契約は未履行契約ではなくな
る。図表７は、この場合のリース契約の履行状況
を、図表６と同様に図示したものである。

10　それ以外にも、リース期間を複数の期間にわたり分割することで、「借手にリース物件を使用収益させる義務」を
複数に分解することもできるであろうが、ここでは議論の本質を考慮し検討しない。

図表６　リース契約における貸手の契約上の義務の捉え方と契約の履行（1）

注：黒塗り（白抜き文字）の箇所は義務が履行されたことを表している。
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図表７　リース契約における貸手の契約上の義務の捉え方と契約の履行（2）

注：黒塗り（白抜き文字）の箇所は義務が履行されたことを表している。
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以上のように、リース契約の場合、貸手の契約上
の約束の捉え方によって、リース物件の引渡し時点
でリース契約が未履行契約のままであるか否かに関
する判断が変わってくる。

４．２　契約の履行をめぐる見解の相違の要因
それでは、どちらの捉え方がより適切なのであろ

うか。それは３で整理した認識規準としての「契約
の履行」に期待される機能のどちらをより重視する
かにより変わってくると考えられる。
「権利および義務の存在の不確かさを排除する機

能」をより重視するのであれば、リース契約におけ
る貸手の義務を「リース物件を引き渡すこと」と

「リース物件を使用収益させること」という２つの
義務に分解して捉え、リース物件の引渡し時点で
リース契約は未履行契約ではなくなるという見解を
採るであろう。なぜならば、この時点で貸手は契約
で約束されたリース物件を調達し、借手に使用収益
させる十分な状況を提供しており、それゆえに借手
は重大なペナルティなしに「リース料を支払う義
務」から逃れられなくなるという点で、それ以前ま
でに存在していた当該義務に関する不確かさが排除
されるからである。貸手についてもリース物件の引
渡しを行う前までは「リース物件を引き渡す義務」
と相互依存的で分離不可能だった「リース料を受け
取る権利」が、そう簡単には否定されないという点
でその存在の不確かさが排除される。

他方で、「収益の適切な認識時点を定める機能」
をより重視するのであれば、リース契約における貸
手の義務を「リース物件を使用収益させること」と
捉え、リース物件の引渡し時点ではリース契約はま
だ未履行契約のままであり、リース期間にわたり借
手にリース物件を使用収益させた時点で初めて未履
行契約ではなくなるという見解を採るであろう。な
ぜならば、借手からリース料を受け取るために最終
的に果たさなければならない義務であり、その義務
が果たされたときにはじめて収益の不確かさが排除
されるからである。

また、どちらの機能を重視するかに伴うリース契
約の履行をめぐる見解の相違は、リース契約の特徴
も大きく影響している。リース契約以外の多くの契
約では、仮に認識規準としての「契約の履行」に期
待される機能のどちらを重視するかで見解が異なる

としても、どちらの観点からも識別される契約上の
約束は同一であり、それゆえに契約が未履行契約で
なくなる時点も同一であると考えられる。たとえ
ば、２で１年間の保守サービス付きのガス機器の売
買契約では、ガス機器を引き渡された時点（つま
り、売手が「ガス機器を引き渡すという義務」を果
たした時点）で、売手の当該部分にかかる売掛金

（または契約資産）の存在の不確かさは排除され、
また収益に関してその成果の存在を覆すようなもの
は排除される（買手もガス機器を資産として認識
し、代金を支払う義務を未払金として認識する）。

他方、リース契約では、リース物件が引き渡され
た時点（つまり、貸手が「リース物件を引き渡す義
務」を果たした時点）では、貸手のリース料を受け
取る権利の存在の不確かさは排除されるが、収益を
認識するうえで最終的に果たさなければならない

「リース物件を使用収益させる義務」を果たしていな
いので、成果の存在の不確かさが排除されていない。

このように、リース契約の場合には、認識規準と
しての「契約の履行」に期待される機能のどちらを
より重視するかという見解の相違、および、それぞ
れの観点から識別される契約上の約束が異なり、な
おかつ、それらが同時ではなくタイムラグをもって
順番に履行されることが、リース契約の履行に対し
て多様な見解を生み出している要因であると考えら
れる。

５　むすび

本論文では、リース契約の履行をめぐる見解の相
違および議論の背後にある要因を考察してきた。

２では、未履行契約とは契約上の約束を当事者の
どちらもいまだ果たしていない状態の契約であるこ
とを確認した。また、契約が未履行契約であるか否
かの判定は、契約の形態や契約上の約束の捉え方に
よって異なりうることを確認した。

３では、概念フレームワークなどを用いて、なぜ
認識規準として「契約の履行」が重視されているの
かを確認し、整理した。その結果、「契約の履行」
には財務諸表の構成要素の存在の不確かさを排除す
る機能が期待されており、そこには大きく分けて

「権利および義務の存在の不確かさを排除する機能
（ストック情報（貸借対照表）の有用性を高める機
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能）」と「収益の適切な認識時点を定める機能（フ
ロー情報（損益計算書）の有用性を高める機能）」
の２つがあると考えられることを示した。

４では、まず２での議論を踏まえ、リース契約に
おける借手および貸手の契約上の約束（義務）を検
討し、借手の義務については「リース料を支払うこ
と」という１つの義務であるのに対して、貸手の義
務については「リース物件を使用収益させること」
という１つの義務として捉える考え方と、それとは
別に「リース物件を引き渡すこと」を加えた２つに
分解して捉える考え方があり、どちらの捉え方を採
るかによってリース契約の履行をめぐる判定が異な
ることを確認した。また３での議論を踏まえ、「リー
ス契約は未履行契約であるか否か」をめぐる見解の
相違に、認識規準としての「契約の履行」の機能の
どちらをより重視するかというより上位の価値判断
が介在している可能性を示した。

IFRS16号では貸手の義務を２つに分解して捉え
る考え方が採用されており、「リース物件を引き渡
す義務」を「使用権を移転する義務」と呼び、「リー
ス物件を使用収益させる義務」とは区別すること
で、リース契約はリース物件の引渡し時点で未履行
契約ではなくなるとされている。また、それを踏ま
えて借手による同時点における資産（使用権資産）
および負債（リース負債）の認識が求められている。
リース契約の履行に関する議論は、現時点ではここ
に落ち着いている。しかし、今後、今回改訂が見送
られた貸手の会計処理（つまり貸手の収益認識）の
見直しが試みられる際には、リース契約の履行の有
無や認識規準としての「契約の履行」の果たす機能
が再び議論を呼ぶであろう。

また、認識規準としての「契約の履行」について
は、いくつかの例外が存在している。そのうち、収
益の認識に関しては「稼得プロセス」を伴う一般的
な事業活動に限れば「契約の履行」が収益の適切な
認識時点を定めることに成功していると考えられる
一方、権利と義務の認識に関しては、３．２でも触
れたとおり「契約の履行」に代わる概念が存在する
ように思われる。この点に関する検討は別稿に譲り
たい。
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